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学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒

学士＝１種免許状が標準

短期大学士：２種免許状
修士 ：専修免許状

① 教科に関する科目

② 教職に関する科目

③ 教科又は教職に関する科目

・ 教職の意義
・ 教育の基礎理論
・ 教育課程及び指導法
・ 生徒指導、教育相談及び進路指導
・ 教育実習（小中：４週間、高：２週間程度）
・ 教職実践演習

学校種毎に授与
（中学校、高等学
校の場合には教
科種毎）

※単位数は１種免許状の場合

（小：４１、中：３１、高：２３単位以上）

（小：１０、中：８、高：１６単位以上）

（小：８、中・高：２０単位以上）

※ 上記①②から選択

○ 学位と教職課程における単位の修得により教員免許状が授与される。
○ 教職課程は免許状の種類毎に、大学の学科等を文部科学大臣が認定。

（※ 幼稚園及び小学校の教職課程は「教員養成を主たる目的とする」学科等でなければならない。）

大学における教員養成の仕組み
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所有免許状別教員構成等

74.9%24.2%高等学校

4.8%89.4%5.4%中学校

14.7%80.2%3.2%小学校
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（平成19年度）

0.7%1.7%3.5%短期大学等

23.4%12.8%6.1%大学院

63.3%59.7%49.5%一般大学

12.6%25.8%41.0%教員養成系大学・
学部
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<公立学校教員採用者の学歴別内訳＞
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免許状取得者数及び教員採用者数について

４０，１５６１１７，９０３平成１７年度

２６，８９５１１５，６６９平成１１年度

３３，５８６１２８，３４２平成５年度

４４，２２８１４２，１５２昭和６２年度

５６，５９１１６８，４３３昭和５６年度

５３，４１３１５２，９１５昭和５０年度

３６，７４７ ※１３１，９７３昭和４４年度

３２，９３６４９，４６４昭和３９年度

教員採用者数（人）免許状取得者数（人）授与年度

●免許状取得者数：教職員課調べ
●教員採用者数：学校教員統計調査（採用年度は授与年度の翌年度）

調査対象は国・公・私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校・聾学校・養護学校（現在の特別支援学校）、中等教育学校
ただし、※の調査対象は、公立の小学校、中学校、高等学校、盲学校・聾学校・養護学校（現在の特別支援学校）及び私立の幼稚
園、高等学校

1，6562，0885,025

高等学校中学校小学校

・平成１７年度教員免許状取得者数
（教職員課調べ）

・平成１８年度国公私立学校教員採用者数（新卒者）
（学校教員統計調査）

73,50951,19016,576

高等学校中学校小学校

＜参考＞
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養成機関別新規学卒者免許状取得者数

小学校教員免許状取得者数：１万７，６０４人

大学院
（６．６％）

学部
（８７．１％）

短期大学
（６．２％）

国立
教員養成系

（５．９％）

国立教員養成系
（５１．７％）

公私立大
（３３．０％）

国立
一般系
（２．４％）

国立一般系（０．２％）

公私立大 （０．５％）

中学校教員免許状取得者数：4万９，８８２人

大学院
（８．６％）

学部
（８８．９％）

短期大学
（２．５％）

国立教員養成系
（２２．３％）

公私立大
（６０．０％）

国立一般系
（６．５％）

公私立大
（３．４％）

国立
一般系
（１．８％）

国立
教員養成系

（３．４％）

高等学校教員免許状取得者数：６万６，５４６人

大学院
（９．１％）

学部
（８７．１％）

国立教員養成系
（１５．５％）

公私立大
（６４．３％）

国立一般系
（１１．１％）

公私立大
（３．４％）

国立
一般系
（２．９％）

国立
教員養成系

（２．８％）

※平成２１年３月卒業者の免許状取得状況

●免許状取得者数：教職員課調べ ４



学 部

大学院（修士課程）

○設置状況：４４大学４４学部（うち単科大学１１）

14,8554,35710,498４４

新課程教員養成課程

合 計入 学 定 員大学数

○課程・入学定員
※ 新課程：教員就職率の低下に伴
い、昭和６２年度から教員養成課程
の一部を、教員以外の職業分野の
人材や高い教養と柔軟な思考力を
身につけた人材を養成することを
目的とした課程として改組したもの。

○設置状況

３，３３３１７３４５４５

入学定員専攻数研究科数設 置
大学数

教職大学院（専門職学位課程）

○設置状況

８４０２５計

１９５６私立

６４５１９国立

入学定員設置大学数区分

教員養成の現状

１．課程認定数

２．国立教員養成系大学・学部の現状（平成２２年度）

70.5%69.4%50.7%92.9%72.2%73.1%57.1%0.0%80.6%80.7%66.7%92.7%割合

424 310 35 79 273 261 12 0 591 465 50 76 
課程認定を有する大
学等数

601 447 69 85 378 357 21 0 733 576 75 82 大学等数

計私立公立国立計私立公立国立計私立公立国立

大学院短期大学大学
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１．教職大学院の特性（既存の修士課程との違い）

① 実務家教員（教職等としての実務経験のある教員）を必要専任教員の４割以上置くことが、法
令上規定されている。

② ４５単位のうち１０単位以上は学校等での実習を行うよう義務化している。
③ 既存の修士課程では学生が専門分野の研究に従事しているが、教職大学院では研究指導を

受けることや修士論文の提出が義務づけられていない。
④ なお、大学は７年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務づけられているが、さらに、教

職大学院は５年に１回、分野別の認証評価が義務づけられている。

２．教職大学院の具体的な仕組み
①修業年限 ： 標準２年
②修了要件 ： ２年以上在学し、４５単位以上修得 （１０単位以上は学校等での実習）
③教育課程・方法 ： 事例研究、フィールドワーク等を積極的に導入した「理論と実践の融合」

による体系的授業科目
④教員組織 ：必要専任教員数最低１１人(うち実務家教員４割以上)

教職大学院（専門職学位課程）制度の概要

３．現状（平成２２年度）
① 教員就職率（現職教員を除く）【平成２１年度】

： ９０．０％（教員養成大学・学部５６．６％）

② 入学定員充足率 ： ９５．５％（前年度より５．１％増）
③ 志願者数 ：１，１９８人（前年度より７３人増）
④ 入学者数 ： ８０２人（前年度より５５人増）

現職教員 ３９１人（前年度より８人増）
学部新卒学生等 ４１１人 （前年度より４７人増）
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設置
年度

研究科・専攻名 入学定員(人) 位　　置
設置
年度

研究科・専攻名 入学定員(人) 位　　置

1 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 45 北海道 20 21 教職研究科　教職実践専攻 30 千葉県

2 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 32 宮城県 21 20 教職研究科  教職専攻 25 東京都

3 21 教育実践研究科　教職実践専攻 20 山形県 22 20 教育学研究科　教職専攻 20 東京都

4 20 教育学研究科　教職リーダー専攻 16 群馬県 23 21 教職研究科　教職実践専攻 30 東京都

5 20 教育学研究科　教育実践創成専攻 30 東京都 24 20 教職研究科 高度教職実践専攻 70 東京都

6 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 50 新潟県 25 20 初等教育高度実践研究科  初等教育高度実践専攻 20 静岡県

7 20 教育学研究科　教職開発専攻 30 福井県

8 22 教育学研究科　教育実践創成専攻 14 山梨県

9 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 20 岐阜県

10 21 教育学研究科　教育実践高度化専攻 20 静岡県

11 20 教育実践研究科　教職実践専攻 50 愛知県

12 20 京都教育大学大学院 連合教職実践研究科　教職実践専攻 60 京都府

13 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 100 兵庫県

14 20 教育学研究科　教職開発専攻 20 奈良県

15 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 岡山県

16 20 学校教育研究科　高度学校教育実践専攻 50 徳島県

17 21 教育学研究科　教職実践専攻 20 福岡県

18 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 長崎県

19 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 28 宮崎県

25大学 840人

早稲田大学大学院

常葉学園大学大学院

大　学　院　名

聖徳大学大学院

創価大学大学院

玉川大学大学院

帝京大学大学院

大　学　院　名

山形大学大学院

上越教育大学大学院

奈良教育大学大学院

宮城教育大学大学院

群馬大学大学院

東京学芸大学大学院

北海道教育大学大学院

岡山大学大学院

福井大学大学院

岐阜大学大学院

愛知教育大学大学院

兵庫教育大学大学院

静岡大学大学院

山梨大学大学院

宮崎大学大学院

長崎大学大学院

鳴門教育大学大学院

福岡教育大学大学院

教職大学院の現状（平成２２年度）
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②設置計画履行状況等調査（アフターケア）

平成21年度調査対象の全24大学に実地調査を実施。
２４大学中、留意事項を付された大学・・・20大学

【主な留意事項】
・教員委員会との連携 ・実習体制の整備等 ・入学者の確保

①認証評価

大学には7年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務付け。
さらに、教職大学院には、5年に1回、分野別の認証評価を義務付け。

★教員養成評価機構が行う認証評価には、 大学サイドに加え、

・全国都道府県教育長協議会 ・全国連合小学校校長会
・全日本中学校長会 ・全国高等学校長協会
・全国特別支援学校長会 ・（社）日本PTA全国協議会 等の学校関係者が参加予定

○ 教職大学院に関する認証評価機関として、平成２２年３月に、「教員養成評価機構」が
認証評価団体として認証され、平成２２年度から認証評価を実施する予定。

○ 「教育の課程と方法」、「教育の成果・効果」、「教育委員会及び学校等との連携」
などの項目について評価。

教職大学院の質の保証
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